
 

 

 

1 

全社協・地域福祉部 News File No.8 

平成 29年 1 月 23 日号 

社会福祉法人 全国社会福祉協議会 

地域福祉部／全国ボランティア活動振興センター 

https://www.zcwvc.net/ 
 

 

 

今月のトピックス 

 全社協からのお知らせ 

 「住民主体の地域包括ケア推進セミナー」を開催します 

 平成 29 年度都道府県・指定都市社会福祉協議会 生活困窮者自立支援事業 担当者会議を開催します 

 制度・施策等の動き 

 平成 30 年度厚生労働省予算案について（厚生労働省） 

 社会保障審議会「生活困窮者自立支援及び生活保護部会 報告書」を公表（厚生労働省） 

 平成 29 年度全国厚生労働関係部局長会議が開催（厚生労働省） 

 平成 30 年度税制改革大綱をとりまとめ 

 人生 100 年時代構想会議 中間報告をとりまとめ 

 平成 30 年度介護報酬・障害福祉サービス等報酬改定について 

 平成 30 年度介護報酬改定に関する審議報告の公表 

 その他（参考情報） 

 平成 29 年度第 2四半期 認定就労訓練事業所における社会福祉法人の認定状況を公表（厚生労働省） 

 実践事例紹介  

 

 

「住民主体の地域包括ケア推進セミナー」を開催します 

  住民主体の地域包括ケア推進セミナーを下記のとおり開催いたします。 

【日 時】平成 30年 2月 21 日（水）～２２日（木）  

【会 場】全国社会福祉協議会 灘尾ホール  

【参加対象】市区町村社協、都道府県・指定都市社協職員  

【定 員】２５０名 ※定員になり次第締切  

【参加費】8,000 円 ※「社協・介護サービス事業経営の手引き」を含む  

【申込期限】平成３０年２月１３日（火）  

 詳細は、地域福祉ボランティア情報ネットワークをご覧ください。 

https://www.zcwvc.net/ 

 

平成 29 年度都道府県・指定都市社会福祉協議会 生活困窮者自立支援事業 担当者会議を開催します 

 平成 29 年度都道府県・指定都市社会福祉協議会 生活困窮者自立支援事業担当者会議を下記のとおり開催いた

します。 

【日 時】 平成 30 年 2月 23 日(金) 11：00～16：00 

【会 場】 全社協・第 3～第 5会議室（東京都千代田区霞が関 3-3-2 新霞が関ビル 5階） 

【参加対象】都道府県・指定都市社協の生活困窮者自立支援事業 担当者 

【資料代】  2,000 円（1名につき） 

※ご案内は、メールおよび郵送にてお送りしております。 

 

 

 

 全社協からのお知らせ 

https://www.zcwvc.net/
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平成 30 年度厚生労働省予算案について（厚生労働省） 

平成 29 年 12 月 22 日、平成 30 年度予算案が閣議決定され、平成 30 年度厚生労働省予算案が公表されました。

一般会計の総額は 31 兆 1,262 億円で、平成 29 年度の当初予算との比較では、1.4％伸びて、4,590 億円の増とな

っています。 

社会・援護局の地域福祉等に係る項目では、生活困窮者等の自立支援の強化について 519 億円（前年度当初予算

から 34 億円増）、地域の支えあいの再生、包括的な相談支援等の推進について 35 億円（前年度当初予算から 8億

円増）が計上されています。 また、国土交通省予算案では、居住支援法人の活動に対する補助事業等を含む「重

層的住宅セーフティネット構築支援事業」に 6.5 億円が計上されています。詳細は、別添資料１をご覧ください。 

平成 30 年度予算案の概要については、各省庁のホームページをご覧ください。 

【厚生労働省】平成 30年度厚生労働省所管予算案関係 

 http://www.mhlw.go.jp/wp/yosan/yosan/18syokanyosan/index.html 

【厚生労働省】平成 30年度厚生労働省各部局の予算案の概要 

http://www.mhlw.go.jp/wp/yosan/yosan/18syokanyosan/gaiyou.html 

【内閣府】平成 30年度内閣府予算（案）の概要 

http://www.cao.go.jp/yosan/soshiki/h30/yosan_gai_h30.pdf 

【国土交通省】平成 30年度国土交通省関係予算（案） 

http://www.mlit.go.jp/page/kanbo01_hy_006021.html 

【財務省】平成 30年度予算政府案 

http://www.mof.go.jp/budget/budger_workflow/budget/fy2018/seifuan30/index.htm 

 

社会保障審議会「生活困窮者自立支援及び生活保護部会 報告書」を公表（厚生労働省） 

平成 29年 12 月 15 日に「生活困窮者自立支援及び生活保護部会 報告書」が公表されました。報告書のな

かでは、家計相談支援事業、就労準備支援事業の全国実施の方向性や、居住支援を新たに制度的に位置づけ

ることに加え、都道府県が行う事業についても明確に示されています。 

全社協においては、地域福祉推進委員会に「社協における生活困窮者支援のあり方検討会」を設置し、全

国の社協を対象に「生活困窮者自立支援制度実施状況調査」を行うとともに、社協における生活困窮者自立

支援のあり方推進方策について検討をすすめています。 

報告書の詳細は、厚生労働省ホームページをご覧ください。 

＜社会保障審議会生困窮者自立支援及び生活保護部会報告書＞ 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000188276.html 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 制度・施策等の動き 

http://www.mhlw.go.jp/wp/yosan/yosan/18syokanyosan/index.html
http://www.mhlw.go.jp/wp/yosan/yosan/18syokanyosan/gaiyou.html
http://www.cao.go.jp/yosan/soshiki/h30/yosan_gai_h30.pdf
http://www.mlit.go.jp/page/kanbo01_hy_006021.html
http://www.mof.go.jp/budget/budger_workflow/budget/fy2018/seifuan30/index.htm
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000188276.html


 

 

 

3 

全社協・地域福祉部 News File No.8 

平成 29年 1 月 23 日号 

社会福祉法人 全国社会福祉協議会 

地域福祉部／全国ボランティア活動振興センター 

https://www.zcwvc.net/ 
 

 

 

平成 29 年度全国厚生労働関係部局長会議が開催（厚生労働省） 

平成 30 年 1 月 18 日、「平成 29年度全国厚生労働省関係部局長会議」が開催されました。 

冒頭、社会・援護局の定塚由美子局長から、「生活困窮者自立支援制度・生活保護の見直し」、「『地域共生社会』

の実現に向けた包括的な支援体制の整備等について」、「福祉・介護人材確保対策等について」等の説明がありまし

た。 

生活困窮者自立支援制度については、自治体が就労準備支援、家計相談支援を取り組みやすくなる事業実施上の

工夫や、自立相談支援事業と一体的に支援を行うこと等の内容を盛り込んだ法律改正案を来年度の通常国会での提

出を目指して準備が進められています。また、「地域共生社会」の実現に向けた地域づくり強化のため、自治体の

創意工夫ある取組を支援するモデル事業については、平成 30 年度予算案 26億円が計上され実施される予定となっ

ています（平成 29年度は 85自治体で実施）。 

また、当日の配付資料以外に厚生労働省のホームページに別途掲載されている資料もあります。 

昨年、12 月 20 日に本会総務部から各都道府県・指定都市社協総務担当部課宛文書「厚生労働省福祉基盤

課より都道府県・指定都市社協への情報提供をいただきました」に関連する以下情報も掲載されていますの

でご確認ください。 

〇 社会福祉法人会計基準の改正 

〇 会計監査人（特定社会福祉法人の判定の基準） 

詳細は、厚生労働省のホームページをご覧ください。 

【厚生労働省】平成 29年度全国厚生労働省関係部局長会議資料 

http://www.mhlw.go.jp/topics/2018/01/tp0115-1.html 

 

平成 30 年度税制改革大綱をとりまとめ 

平成 29 年 12 月 22 日、平成 30年度税制改正大綱が閣議決定されました。今回の大綱の中で、社会福祉法人関係

では、①障害者総合支援法および児童福祉法の一部を改正する法律の施行に伴う税制上の所要の措置、②生活困窮

者自立支援制度及び生活保護制度の見直しに伴う税制上の所要の措置、③介護医療院の創設等に伴う税制上の所要

の措置に関連する内容が盛り込まれています。 

詳細は、厚生労働省、財務省ホームページをご覧ください。 

【厚生労働省】平成 30年度厚生労働省関係税制改正について 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000189018.html 

【財務省】平成 30年度税制改正の大綱 

http://www.mof.go.jp/tax_policy/tax_reform/outline/fy2018/20171222taikou.pdf 

 

人生 100 年時代構想会議 中間報告をとりまとめ 

 平成 29年 12 月 19 日、第４回人生 100 年時代構想会議が開催され、中間報告のとりまとめが行われました。 

 本構想会議の審議内容を踏まえ、平成 29 年 12 月 8 日に「新しい経済政策パッケージ」が閣議決定されたところ

ですが、この中間報告は、政策パッケージの「人づくり革命」をもとに整理したものです。政策パッケージと同様

に、保育士や介護人材、障害福祉人材の更なる処遇改善が盛り込まれています。 

詳細は、首相官邸、ホームページをご覧ください。また、政策パッケージについては、内閣府のホームページを

ご覧ください。 

【首相官邸】人生 100 年時代構想会議中間報告 

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/jinsei100nen/pdf/chukanhoukoku.pdf 

【内閣府】政策パッケージ 

http://www5.cao.go.jp/keizai1/package/package.html 

 

 

 

 

(1)社会・援護局 詳細資料-2 51 頁 

http://www.mhlw.go.jp/topics/2018/01/tp0115-1.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000189018.html
http://www.mof.go.jp/tax_policy/tax_reform/outline/fy2018/20171222taikou.pdf
https://www.kantei.go.jp/jp/singi/jinsei100nen/pdf/chukanhoukoku.pdf
http://www5.cao.go.jp/keizai1/package/package.html
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平成 30 年度介護報酬・障害福祉サービス等報酬改定について 

平成 29年 12 月 18 日、厚生労働省は、平成 30年度の診療報酬・介護報酬・障害福祉サービス等報酬改定

の改定率を公表しました。介護報酬はプラス 0.54％、障害福祉サービス等報酬はプラス 0.47％の改定率です。 

一方、介護報酬はプラス 0.54％ですが、「経済・財政再生計画 改革工程表」に沿って、通所介護について

はマイナス 0.5％の適正化が行われる予定となっています。 
全社協・地域福祉推進委員会としては、11 月 21 日に厚生労働省に対して「平成 30 年度 介護報酬改定に関する

要望書～地域包括ケアシステムの深化・推進による地域共生社会の実現に向けて～」をもとに提案・要望していま

す。 

詳細は、厚生労働省のホームページをご覧ください。 

【厚生労働省】診療報酬・介護報酬・障害福祉サービス等報酬改定について 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000188402.html 

 

平成 30 年度介護報酬改定に関する審議報告の公表 

平成 29年 12 月 18 日、厚生労働省は、平成 30年度介護報酬改定に関する審議報告を公表しました。 

この審議報告は、平成 30 年度介護報酬改定に向けて、社会保障審議会介護給付費分科会（分科会長：田中 

滋慶応義塾大学名誉教授）において、平成 29年 4 月より 18 回にわたっての審議と事業者団体ヒアリングの

内容に基づき、平成 30年度介護報酬改定に関する基本的な考え方をとりまとめたものです。 

 詳細は、厚生労働省のホームページをご覧ください。 

【厚生労働省】平成 30年度介護報酬改定に関する審議報告】 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000188370.html 

 

 

平成 29 年度第 2四半期 認定就労訓練事業所における社会福祉法人の認定状況を公表（厚生労働省） 

平成 29年 11 月 29 日、厚生労働省は、認定就労訓練事業所の認定状況（平成 29 年度第 2四半期）を公表

しました。 

平成 29年 9 月 30 日時点における認定就労訓練事業所の認定件数は、1,122 件で、利用定員合計は、2,992

名。法人種別では、「社会福祉法人」が 630 件と最も多く、全体の 56.1％を占めています。「社会福祉法人」

の認定件数は、平成 29年度第１四半期（平成 29 年 6 月 30 日時点）に比べ 72 件増加し、法人種別ごとの割

合は 1.4 ポイント増加しています。詳細は、厚生労働省のホームページをご覧ください。 

【厚生労働省】認定就労訓練事業所の認定状況（平成 29 年度第 2四半期）の集計結果 

http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12000000-Shakaiengokyoku-Shakai/0000185841.pdf 

 

 

 

  

 その他（参考情報） 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000188402.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000188370.html
http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12000000-Shakaiengokyoku-Shakai/0000185841.pdf
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実践①  山ノ内町社会福祉協議会（長野県） 

商店街・ボランティア・社協の三者で取り組む、買い物支援活動「わくわく商店街」 

 ひとり暮らし高齢者にとって切実な問題となっている買い物問題の解決に向けて、「ワクワク商店街」

という活動をしている。きっかけは社協による「安否確認訪問事業」で聞こえてきた「近所で買い物

に行けなくて困っている」という住民たちの声である。月 2 回開催されるこのイベントは、地域の商

工会・ボランティアとの連携によって実現した。 

 商店街を開催する日は、住民ボランティアグループが会場の廊下を使ってサロンを開き、住民の交流

を促進している。民生委員は、担当地区の高齢者を誘ってくるなどの負担の軽いサポートも奏功し、

事業の活性化に寄与している。 

詳細は、地域福祉・ボランティア情報ネットワーク HP をご覧ください。（NORMA 2016年 7 月号「社協活動最前線」掲

載事例）https://www.zcwvc.net/news-file-掲載事例/no-8/ 

【参考】「社協・生活支援活動強化方針」（第２次アクションプラン）との関連 

☒ アウトリーチの徹底 ☒ 地域づくりのための活動基盤整備 

☐ 総合・支援体制の強化（総合相談体制の構築） ☐ 行政とのパートナーシップ 

☒ 総合・支援体制の強化（生活支援体制づくり） ☐ その他（該当なし） 

  

 
実践②  鶴ヶ島市社会福祉協議会（埼玉県） 

住民自らが主体的に地域をつくる「地域支え合い協議会」の実践 

 急速に高齢化がすすむ中で、地域住民が主体となって小学校区を単位とした「地域支え合い協議会」

を立ち上げ、関係団体と協働しながらそれぞれの地域課題に応じた多様な活動を展開している。 

 協議会では、「助け合い隊」という生活支援サービスも提供している。利用者は 1 枚 200 円の「ありが

とう券」を購入し、協力員にお礼として 20 分１枚を渡す。券は市内の協力店で 1 枚 150 円として使用

できる仕組みである。 

 社協は他の団体とのつなぎ等、すべての福祉課題を協議会だけで解決してくのではなく、広域で重層

的に支える仕組みをコーディネートしている。 

詳細は、地域福祉・ボランティア情報ネットワーク HP をご覧ください。(NORMA 2016 年 8 月号「社協活動最前線」掲

載事例) https://www.zcwvc.net/news-file-掲載事例/no-8/ 

【参考】「社協・生活支援活動強化方針」（第２次アクションプラン）との関連 

☐ アウトリーチの徹底 ☒ 地域づくりのための活動基盤整備 

☐ 総合・支援体制の強化（総合相談体制の構築） ☐ 行政とのパートナーシップ 

☒ 総合・支援体制の強化（生活支援体制づくり） ☐ その他（該当なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実践事例紹介 

～キラリと光る★全国の社協の取り組み～ 

https://www.zcwvc.net/news-file-掲載事例/no-8/
https://www.zcwvc.net/news-file-掲載事例/no-8/
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実践③  高鍋町社会福祉協議会（宮崎県） 

子どもたちの勉強をサポート無料でサポートする「社協塾」を開催 

 ひとり親家庭や塾に通わせる余裕がない世帯の子どもたちを対象とした「社協塾」を平成 26 年 11 月

から行っている。学年ごとにクラスを設け、元教員たちが主体となって丁寧に指導を行っている。 

 平成 29 年度から「高鍋町子ども家庭支援センター（みらい）」をスタートさせ、様々な職種と連携し

塾に通う子どもたちの様子から家庭の生活状態を想像し、必要な支援に結びつけられるよう模索して

いる。 

詳細は、地域福祉・ボランティア情報ネットワーク HP をご覧ください。(NORMA 2016 年 9 月号「社協活動最前線」掲

載事例) https://www.zcwvc.net/news-file-掲載事例/no-8/ 

【参考】「社協・生活支援活動強化方針」（第２次アクションプラン）との関連 

☐ アウトリーチの徹底 ☒ 地域づくりのための活動基盤整備 

☒ 総合・支援体制の強化（総合相談体制の構築） ☐ 行政とのパートナーシップ 

☒ 総合・支援体制の強化（生活支援体制づくり） ☐ その他（該当なし） 

 

 

 ＜配信先＞ 

 都道府県・指定都市社会福祉協議会 地域福祉担当部 

≪配信元≫ 

 社会福祉法人 全国社会福祉協議会 地域福祉部／全国ボランティア・市民活動振興センター 

電話 03-3581-4655/4656 c-info@shakyo.or.jp 

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－ 

＊「News File」では、毎月 1 回、地域福祉担当の皆様に参考になる関連トピックスを発信します。

併せて隔月にて全国各地の社協による実践事例も紹介いたしますので、創意工夫をしながら取り組

んでいる実践があれば上記事務局（電話か e メール）まで「テーマ」と「社協名」に関する情報を

お寄せください。実践の詳細については、こちらからお尋ねさせていただきます。 

 

https://www.zcwvc.net/news-file-掲載事例/no-8/
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